














して官僚組織は永い間存続してきた｡ それは, 極めて古い伝統的なシステムである｡ 支配










































とする｡ ともかく, 官僚制度の研究には, 権力の本質に関する探求は避けては通れない
ものであるが, 権力と官僚制度との関係についての解説は別の機会に譲るものとする｡
本研究は, 組織論からみた官僚制度の欠陥に関する研究の出発点をなすものである｡







り, 人間を雇用して, 労働機会を与える事が主たる目的となった ｢組織のための組織｣
としての官僚制の特色が明確になりつつある｡
第１節：ウェーバーの官僚制度擁護






 確かに, 歴史の一時期には, 一律性, 公平性, 有効性などで民間企業における製造現
場, 統治機構においてもその制度が生産性向上に効果的とされ, 官僚制に高い評価のな
された時期もあった｡ また, 官僚制度というシステムに対する評価としては, 法令順守,
システム一元制, 対国民サービス方式の一元性などが, 特に優れた管理処理システムと
されてきた｡ すなわち, すべての国民に対する一元的な対応, 差別撤廃, 平等化, 標準








る｡ 歴史上において, カリスマ的人物は多数登場したが, それらの人物の多くが, 自己
に好都合な社会制度を導入し, 独裁制度を構築して, 多数の国民を悲劇のどん底に陥れ,
国民に大きな苦難をもたらしてきた｡ カリスマに利用されることにより, また, カリス
マを利用したことで国民の大きな不幸をもたらした事実からは, ウェーバーの学説には
大きな欠陥が発見される｡ しかし, ウェーバーの ｢亡霊｣ はかなり多くの組織論研究者
の意識に取り付いて離れないために, 敢えてここでは, その学説の趣旨を簡単に紹介す





































 新王国時代のエジプト  ローマ末期の帝政  ローマ・カトリック教会：13


























































 ノース著 (1994年) 『制度, 制度変化, 経済成長』 晃洋書房｡ 第３章｡




は, 政治家の決定した法律に基づいて, 国民に対して等しく法律の執行を行なうのが, 官
僚の役割である｡ しかし, 官僚は, その本来の役割としての法律の正確な執行者としての





注目に値するものである｡ 公共選択論 (public choice) で指摘される役人の行動は, もっ
とも不穏当な国民に対する裏切りと言えそうである｡























ることである｡ しかも, そうしたプロによる変則ともみえる行為は, ノーベル経済学賞
を受賞したブキャナンに代表されるバージニア学派によって, 学問的根拠を与えられて
いる｡ ブキャナンによると国家は税金を食い物にする怪物 (レヴァイァサン) であると
いう｡ さらには同学派に所属するダウンズは, 政治家の活動理念を得票が目標とする見
解を明らかにしている｡ また, ニスカネンは, 官僚は彼らの所属する役所の予算拡大と
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産業支配, 天下り先の選定, 確保に向けて活動するとしている(11)｡
役人は, 自分の利益と利権拡大に向けて活動するが, しかし, 国民の権利拡大に向け
た活動はしていないという｡ それが真実であれば, 大きな政府は間違いとなり, 小さな




加の動機に関わるものである｡ 政治家というものは, 一度権力を手にすると, あらゆる策
謀を労してその権力の保持と独占に勤めるとされている｡
政治家は自己と自分の一族の利益と地位確保を計ることに専心するという｡ 欲望と地位
向上, 権力の虜となることがノースによって指摘されてきた｡ 監視機関がなければ, 権力
者による政治の私物化は極めて自然な活動であるという｡ 前政権の倒れた後, 新政権は前
政権の占有した利権の調査とその剥奪と地位の返還が大きな役割となるケースもある｡ 例
えば, 韓国大統領選挙の前後に見られる恒例行事 (前政権の汚職の追及) は, そうした理
論を実証する材料となる｡











力をもっていたとされている｡ しかし, 資本制機械工業社会が長期の発展を遂げ, その性
格も変貌し効率性の源泉が大量生産方式ではなくなった段階では, 官僚制度は多くの社会
的なニーズに対応しえなくなるものとみられる｡ すでに, 20世紀のなかばには, 官僚制度
はその地位をいかに防衛するかが問われて, かなりの窮地に陥りつつあった｡ 新たな事業
活動, 新製品開発, 新技術革新などの工夫改善の求められるところでは, 官僚組織は力を
失う｡ 新規の製品開発や新たな事業活動は, 過去の発想や習慣の否定の上に成り立つもの




 Bucanan, James. M. (1975). The Limits of Liberty : Between anarchy and Leviathan, University of
Chicago Press.
たことが大問題となる｡ 特に, 新たな発想の求められているときに, 特定のカリスマの力
に頼るなどということは, その権力の乱用を招くこととなり, 混乱と戦争などへの道を拓
くこととなりかねない｡ それは, 巨大な不幸を国民にもたらす元凶ともなる｡ 20世紀に,
ヒトラー, スターリン, ポルポトなどのカリスマが国民に対して巨大な不幸をもたらした
ことは記憶に新しい｡ ともかくカリスマ信仰だけでもウェーバー説の欠陥は明白である｡
さらに, 官僚制度には以下のような基本的欠陥が明らかとなりつつある｡ 国民は, 出来る





















ととした｡ 本来は, 官僚制度に対する理論的な批判の根拠を精査して, その趣旨を解説す






























 縦割り制度, 階層制, 稟議システム, セクション間におけるコンフリクトによる非効率性,
国民との対応が間接的であり, 国民の意思を汲み取れないこと｡
 国民の知性を向上に向けて模範となり得るようなシステム開発のおくれ｡
















している｡ 規則そのものが, 時代の環境変化に対応出来なくなる事で, 時代遅れのものと
なることである｡ 組織の効率性や革新性に全く反対の結果をもたらすものともなることと



















なり, 例外的措置を認めさせることとなる｡ それは, 歴史的な大きな悲劇の契機となるこ












 マートン著, 森東吾他訳 (1961年) 『社会理論と社会構造』 みすず書房｡
 グルドナー著, 岡本秀昭他訳 (1963年) 『産業における官僚制』 ダイヤモンド社｡
 セルズニック著, 北野利信訳 (1963年) 『新訳・組織とリーダーシップ』 ダイヤモンド社｡ 186-214頁｡
(科学的管理論上からの命令) に代えて, 知的コミュニケーション方式の開発が大きな課
題となってきた｡ 組織が一度形成されると, そのマジョリテイ (組織メンバーの主要意見)
は, 有力なメンバーによる意見の合成により決定される｡ そこでは, 過去の慣習も重要な
意味を持ち, それが組織の文化を形成することとなる｡
ところで, 組織は, それを新設しようとする創業者がその目標を明確にして, 初めて組
織造りが開始される｡ 創業者による組織創設目的をアピールする活動が行われて, そうし
た目的に賛同する同志の結合が計られる｡ 組織に参加するメンバーの募集が完了して組織
は発足する｡ そこで, 組織はその使命を確立し, 社会にアピールすること, そして賛同者
を集めることで成立することとなる｡ これらは, 組織形成の３条件とされる(16)｡
さらに, ロビンスは, 組織文化の構成要因として, 以下の７項目を指摘し, 組織風土の
定義に代えている｡ すなわち, メンバーによる組織の革新およびリスク性向, 細部にわた
る注意事項の確認, 結果志向, 従業員重視, チーム重視, 積極的な態度, 安定性に対する
指向などの諸点を指摘している(17)｡
１. 官僚組織の性格
組織というものは, 一般的には, その目標達成に向けて, 創業者の理念を実現するため








しておくことが不可欠であるが, その際には, 制度, 組織の変更に向けた組織文化論にお
ける近年の研究成果が参考となる｡
 新制度学派による組織の解明







低い時には, その組織は成立の根拠を得る｡ 組織形成は, 資源の活用に向けた組織形成
の経費とメリットにより決定される｡ 組織の変革も, 組織の学習もそれに伴う利益が大
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 Barnard, Chester I. (1938). The Functions of Executive, Harvard University Press.
山本安次郎訳 (1956年) 『経営者の役割』 ダイヤモンド社｡ 第３章｡
 Robbins, Stephen P. (1997). Essentials of Organizational Behavior, Prentice Hall, Inc.
高木晴夫訳 (1997年) 『組織行動のマネジメント：入門から実践へ』 ダイヤモンド社｡ 364-365頁｡
きい時には急速に進展する｡ しかし, 改革が大きな犠牲を伴い, 予想される収入を経費










存在理由に関して解説する｡ すなわち, 制度化された組織構造, 神話と儀礼の公式構造
として官僚組織を紹介している｡ とくに, その役割を強めつつある国家権力を基盤とす
る官僚組織の強さに注目し, その根源を探っている｡ 近代になって, なぜ官僚組織が主
流の組織となったのか, その背景に関する解説もなされている｡ そこでは, 過去の体験
と思い込み, 因習と習慣が制度として定着しているとみる｡ さらに, そこでは組織の目
標としては効率性ではなく, 慣習と因習による組織の強化と存続が指摘されている｡ 行
政組織と効率性, 対住民サービスとの接点の探求の困難な根拠が提示されている (19) ｡
 組織文化の打破
マイヤー, ローワンは, 組織目標の変革に向けた要請に対する対応の仕方も解説して
いる｡ 組織が成熟期にいたり, 外部環境の変化, メンバーの怠業などの危機に直面する
こともある｡ そのさいのリーダーの役割は以下の諸点にあるとする｡
 組織文化の横暴打破：成熟期の組織のリーダーシップとして, 過去の組織文化の持
つ横暴の打破が求められる｡ 組織の革命の担い手は, 上級管理職, 外部の関係者が中
心となる｡









 Fligstein, Neil (1990). The Transformation of Corporate Control, Harvard University Press.
佐藤郁哉, 山田真茂留 (2004年) 『制度と文化：組織を動かす見えない力』 日本経済新聞社｡ 第４章, 第５章｡
	 Meyer, J. and Rowan, Brian (1973). International Organizations : Formal Structure and Myth and
Ceremony : American Journal of Sociology, 1973, 83.

 Taylor, W. E. (1913). Scientific Management, Harper & Prothers Publishers Comp.
上野陽一訳 (1970年) 『科学的管理法』 技報堂｡
ンの推進ということが大きな意味を持つものとなる｡ 以下はそうした分野の今後の組織運
用に向けた提言である｡




 テイラーイズムと温情と思いやり：従来のＸ理論 (テイラーイズム) は工場労働者に
対する指導原理としては, 大きな役割を果してきた｡ しかし, 今後はテイラーイズムの
原則を企業経営に際しての従業員に対する指導原理として単純には適用はできない｡
知的労働者に対しては, 徹底した情報公開とＹ理論 (人間の潜在的可能性の評価) の





力欲を満たすために組織を設立し, また, そこに参加する｡ また, 多くのリーダーは組
織を公共の福祉のためでなく, 自己の野心を実現するための基盤として支配しようとす
る意図が明らかにされている｡












を与えて, 仕事の仕方や対人関係の変革を迫ることとなる｡ 単なる改革の連呼は, 組織
に所属することで得られる安心感や充実感に大きな風穴を開けることとなりかねない危
険を高めることとなる｡ そこで, 組織のトップには, 改革の呼びかけと同時に従業員に
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 Schein, Edgar H., (1985). Organizational Culture and Leadership：清水紀彦他訳 (1989年) 『組織文化と
リーダーシップ：リーダーは文化をどう変革するか』 ダイヤモンド社, 65-67頁｡ 409-410頁｡
 工藤剛治 (2006年) ｢現代企業の組織変革：近代と脱近代の接近｣ 『千葉商大論叢』 第44巻第３号
(2006年12月)｡
影山僖一 (2008年) ｢脱権力支配の組織学習と効率向上：組織の三大機能と組織改革｣ 『平成法政研究』
(平成国際大学法政学会機関誌), 第13巻第１号, 2008年10月｡
ギデンズ著, 松尾精文他訳 (1976年) 『社会科学の新しい方法規準』 而立書房｡ 175頁｡








誕生してきた｡ 資本主義経済発展の初期には, 工場における大量生産方式の進展, そうし
た多くの工場の競争による発展という形態での社会経済の進歩がみられた｡ そうした状況
においては, 社会進歩は, 官僚ではなく, 資本家と工場経営者による組織造りと工場運営
によって推進されてきた｡ 行政の機能としては, そうした活動に対する緩やかな監視と紛
争の発生した時の問題解決が中心的役割であった｡









まず, 最初の大きな危機は, 1980年代の成長の限界が指摘された頃のことである｡ 物
質的な成長の限界が表面化し, 公害被害の深刻化した時期で, 産業活動に対する規制の









た｡ この時代は官僚制の欠陥が極めて強く印象に残る時代となる｡ 新規事業活動, 新製
品開発事業には全く無力な官僚制度であるが, 特に経済発展の後退と景気悪化, 失業に
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 ファヨール著, 佐々木恒男訳 (1972年) 『産業ならびに一般の管理』 未来社｡














変化の激しい現代社会経済の情報収集には, 国民生活の現場, 製造の現場, 経営意思
決定の現場に密着し, そこにおいて, 何らかの貢献が求められている｡ 現在, 役人は民
間企業に天下りして, 本社にデスクを構えて, 役所の権限を振りかざして民間企業に便
宜を計るという活動が中心の役割となり, 民間企業のお荷物になってきた｡ 現場の第一









織目的から逸脱し, また, その活動に納得がいかないときには, 組織の機能は停止する｡
管理の機能を徹底的に考えて, 従来の仕事のスタイル変更に配慮することは民間組織だけ
ではなく, 官僚組織にも強く求められていることである｡
 組織は, 設立のリーダーによる使命の明確化とその目的を従業員に伝えて, 適切な
従業員の活動を可能とする機能によって推進される｡ こうした管理活動は, 組織の使
命をメンバーに伝達し, それを徹底して, 従業員の活動を引き出すための大きな役割


















は, 組織というものの役割を考え, その上で, 管理職の役割を確認することが求められ
ている｡ その際には, 組織の意義を確認し, トップの発想, 役割とそこにおける管理の
意味を確認することである｡ その上で, 組織に働く個人と人間本来の人権の意義を考え,
彼らの自主的な権限の確保を考えておくことが求められている｡




重要な役割を果たすことと, そうした責任を遂行することにある｡ その上で, 組織の在
り方を工夫することが管理職の大きな役割である｡ さらに組織は学習する組織であると
の意義を確認することが求められている(24)｡
 管理の原点：命令, 調整, 統制
管理の仕事の定義にはファヨールの管理過程の発想が一つの原点となる｡ 彼は, 仕事
の仕方について予測, 組織化, 命令, 調整, 統制というプロセスの重要性を指摘してい
る｡ 従業員に懸命に働いてもらうためには, そうした管理の業務をよく理解して現実の
業務に関する工夫と改善が求められている｡
｢命令｣, ｢調整｣ の前提としては, 仕事に関する予測とその実現に向けた組織の形成が








 予測の段階で全員の意見を聴取すること｡ 決定の基準と過程を解説し, 情報公開を
進めること｡
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 ドラッカー著, 上田惇生訳 (2001年) 『エッセンシャル版：マネジメント：基本と原則』 ダイヤモンド社｡ 第
２章, 第３章｡
 企業の成功に向けて全員に思考の機会を与えて, 頭脳を刺激し続けること｡ 人間の
持つ潜在的な能力を十分に発揮させるための努力が強く求められていること(25)｡ な









 ドラッカーの新しい定義によると, 管理とは, 管理職の果たすべき機能により組織
に貢献する責任であると定義している｡ ｢責任と機能｣ こそ, マネジャーと専門家と
の区分であるとする｡ 専門家は自らの知識と能力を全体の成果に結び付けることがそ






















 ワイク著, 遠田雄志訳 (1997年) 『組織化の社会心理学』 文真堂｡
 サイアート, マーチ著, 松田武彦編訳 (1992年) 『企業の行動原理』 ダイヤモンド社｡ 第３章, 第４章｡
その学派の注目する組織の次元は以下６分野である｡ すなわち, 組織の管理方式に関す
る専門化, 標準化, 公式化, 集権化, 形態特性, 伝統主義である｡ こうした職務の次元に
おける原則は, 組織における意思決定でも, 命令に際しても大きな役割を果たしてきた｡







る｡ 仕事を円滑に遂行するための原則が形成され, 職員相互に確認されている｡ 職場にお
ける従業員相互の意思疎通と職場の意思決定後における上司から職員に対する命令の伝達
の方式も確認されている｡ すなわち, アストン学派は, 組織における命令とそれを受けて
対応する以下の組織の次元に注目しており以下の６分野を指摘した｡
それらの原則としては, 専門化の原則, 職務権限の原則 (権限, 説明義務, 責任) など
があり, さらには, それに関連して管理範囲の原則, 命令一元化, 伝統主義の法則などが
指摘されている｡ こうした原則に沿って, 職員の間の相互依存関係を維持しつつ, 仕事を
スムーズに遂行していくことが可能となる(28)｡






られる｡ それは, 世界13か国におけるヒクソンの門下生による研究結果として, そうし
た仮説の検証が試みられて実証されたという｡
 官僚組織の分権制








 Bazel Yoram (1996). Economic analysis of property rights, Cambridge University Press.
Demsetz H. (1988). Ownership, Control, and the Firm: The Organization of Activity. Basil Blackwell.
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構造とは, ア仕事に関する役割分担方式としての課業分担のシステムであり, また, イ
権限と責任を中心としたメンバー間の連絡方式と伝達システムとも言えそうである｡
 それは, 一つの形式としては, 類型 (タイプ) として把握され, 次元 (ディメンジョ
ン) という方式ともなる｡ 類型はいわば組織図であり, 職位, 部門を単位とする課業を
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 Mansfield, Roger (1970). Bureaucracy and Centalization : An Examination of Organizational Structure,





組織に植え付けられる｡ 組織が成立した時には, そこでは, 一つのパラドクスが発生する｡ 指導者は組織を
一定方向に誘導しようとする｡ 強制, 模倣, ノルマの設定という方向である｡ そうした方向は, 資源の集中
と組織への依存度の向上をもたらす｡ さらには, 他方では, 目標のあいまいさ, 技術の不確定性, 仕事の職
業化, 人間の格差構造化などに組織を向かわせるということとなる｡ そこでは, 組織の方向と社会変化との
方向に関する仮説が提示されて, 解説されている｡
変化の方向性と仮説の提示










出典：DiMaggio, Paul, J. and Powell, Walter W. The Iron Cage of revisited : Institutional Isomorphism
and Collective Rationality in Organizational Fields : American Sociological Review, Vol.48, 1983. pp.156-8.
提示し, 権限と責任を公式化したものとも言える｡
 さらには, 組織構造の次元は構造の持つ機能, 役割と特質を表す要因ともなることで















されることが提案されている｡ しかし, それは, 特定の分野における活動の専門性とい
う原則と抵触する事となる｡ すなわち, 特定部署において解決の困難な課題の生じた時
における対処が十分になされないこととなる｡ また, 人間はすべての分野における専門
家とはなれないために, 組織の管理において, 大きな問題が発生することとなる｡ 万能











とされる｡ すなわち, 問題は, 秩序と専門化の関係性, 管理範囲と階層, 集権と分権な















 戦略の司令塔  オペレーションの主役  ミドルライン
 テクノストラクチャー  サポートスタッフ
一般的な組織は, 司令塔よりミドルラインを通して, 現場のオペレーターに指令が伝達
される｡ そこでは, 通常は, テクノクラートとサポートスタッフが, ミドルラインに協力
























 ミンツバーグ著, Diamond・ハーバード・ビジネス・レビュー編集部訳 (2007年) 『H.ミンツバーグ経営論』
ダイヤモンド社｡ 第７章, 第８章｡
 事業部制構造組織
 アドホクラシー (Ah) の組織形態
４. アドホクラシー (Ah) という組織構造
























にわたる活動の成果で, その形態や機能には多様な変遷がみられた｡ また, 官僚制度の在
り方は国により, 支配的な産業により, 多様な形態をとるものとなるが, 18世紀の産業革
命以降の官僚制度はさらにその形態に大きな変化と多様性がみられる｡ 工業化の推進に向
けて, 官僚制度は多くの方式で, 民間企業活動を補完してきた｡ したがって, 官僚制度は
時代背景と関連させて多方面よりその功罪を確認することが求められている｡












コッカは, 19世紀から20世紀にかけての巨大企業の発展, 企業規模の巨大化, 機能の多
角化, 企業形態の変化などから英米の工業化と比較しつつ, ドイツ官僚制の特色を探って











る叙述が為されている｡ そこでは, 株式会社の普及, 所有と支配の分離に伴う有給企業
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産業革命期は所有経営者の全盛時代であり, 個人業績の時代であった｡ そこでは, 経
営者に対する威信がいまだに低く, そのために, 専門経営者の業績, 成果, 誠実のアピー
ルがなされたことと, 官僚による支援が必要とされたことが指摘されている｡
ドイツでは, 資本家の社会的地位が低いために, 彼らが自分達の社会的地位を引き上
げることを目的に, 多くの工夫がなされた｡ 例えば, 資本家は広大な家に住み, その飾
りを豪華なものとして経営者の社会的威信を誇示する事も行われたとされている｡
 労働と資本の対立：仕事に対する献身, 家父長的威信
企業の所有者にとっては, 企業家として, また, 経営者としてかれの残した業績が所
有と経営の結合として正当化されたのである｡ 資本の投資者としてのみでなく, 彼の経
営者としての能力が社会において評価の対象とされたという｡ また, 資本家は都市の中
の高級住宅地に住み, 派手な生活をして, 労働者との経済的格差を明示した｡ その後の










てきた｡ それは, 端的に表現すれば, 事業活動の自由を抑制する封建制度の象徴として日
本の官僚制度が世界各国の批判の対象とされており, 誠に好ましからざる評価が国際的に










 シルバーマン著, 武藤博巳訳 (1999年)：『比較官僚制成立史：フランス, 日本, アメリカ, イギリスにおけ
る政治と官僚制』：三嶺書房｡ 第４章, 第５章｡
ところで, 20世紀には資本家階級をリーダーとし産業の発展を中心として, 経済活動優
先で, 日本の政治が展開されてきたが, 官僚はそうした資本家階級, 特に大企業の支配の
















した｡ そこで彼の新たな国造りの模範は, 皇帝の権力を確保して, 議会や国民の統制を
意図した封建制度を維持したプロシャ憲法であったとされている｡ 富国強兵という目標









当初は古い権威の皇帝や王権に頼る政治, 行政システムに依存してきた｡ また, 明治
維新当初は, 維新の推進役となった雄藩のリーダー主導のもとで, わが国の政治が推







しかし, 雄藩の出身者ではない官僚たちは, やがて, そうした藩閥勢力と対抗する
勢力として, 官僚養成学校としての東京大学を設立して, その卒業生を結集し, その
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官僚制度も解体されることとなっていた｡ しかし, 朝鮮戦争とともに, 日本の古い制
度を温存して, 戦争目的に日本の行政制度の利用を考えた占領軍によって, 古いシス
テムは残存された｡ プロシャ憲法の目的は, 戦争勝利のために国家に対する経済資源














意見を聞き, 国民全体に奉仕するとしているが, しかし, それは表面的な姿勢にとど
まる｡ 政策決定の優先順位としては, 国民の意思を反映した選挙で選ばれた政権政党
の意思決定を建て前では尊重してはいる｡ しかし, その政党の意思決定に先立ち, 大
企業中心の経済団体の意見を吸収して, それを政策の柱としている｡ 現実には, 大変
に偏った政策決定がなされているとされている｡ 政策決定に際しては日本経団連を中
心とする経済界との連携を強化しており, 役所の審議会には, 経済界代表を引き入れ















して, 民意に配慮しつつ, 自己の努力で専門書などを頼りに研究し, かつ学界に参加
して専門的研究者の意見を聴取するというようなまじめな姿勢が必要不可欠とされて






















































らも, その限界に直面して苦難の活動を続けてきた｡ 特に, 20世紀末までの大量生産方式
の時代に有効であった組織原則が, いま大きな問題に直面している｡ 具体的には, 工場や
店舗における従来の職務遂行原則における限界が目立ってきた｡ 工場現場におけるティラー
方式によるマニュアルでの仕事に対する管理, 事務労働における職務原則 (いわゆるファ













に関する提案を紹介して, 予測 (Pre′voyance), 組織化 (Organisation), 命令 (Commanda-
ment), 統制, 調整といった職務遂行の原則に関する理論的な問題点を指摘し, よりよい
職務遂行に関する筆者による試験的な提案を行う｡
 予測, 組織化, 命令という形式と概念の欠陥
ファヨールにより提案された業務遂行方式に関する提案は, 現実には多くの職場で採
用され, 職務遂行のためのテキストとしての大きな役割を果した｡ それは, 具体的には,
事業活動に関する予測, 組織化, 命令, 統制, 調整というものである｡





















































に実証することが求められる｡ Ｐ (プラン), Ｃ (チェック), Ｄ (実行), Ｓ (点検), Ｒ




従来は, 日常業務の遂行は, 住民や顧客との対応, 意思決定, 決定事項の伝達に向けて
多くの組織の形態が考えられて実施されてきた｡ しかし, 現実の組織には, 住民や顧客の
意向を充分に察知することが困難であるために大きな問題が発生している｡ 情報の収集,
経営戦略の決定, 決定の通知, コミュニケーション, 顧客との対応などは, 現実の組織の
中で職員の求められる仕事ではあるが, 現在までに採用されてきた意思決定の方式には,
一長一短があり, 望ましい組織形態は開発されていない｡ 一応は, 職務別の組織である職
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わが国では, 政治家の政策思考能力の欠如もあって, 官僚が, 立法の原案作成までおこな

































きな役割を果たすはずであった｡ しかし, 中小企業の発展に向けては, これまでのとこ
ろ官僚制度は必ずしも貢献度は大きくはない｡ 資金の欠乏などもあって, 政府金融機関
が中小企業の発展に大きな支援を行い, 成功したという話は必ずしも多くはない｡ 特に,




















国民, 住民の要求が多様なこと, 個別の事情が多いことなどの条件もあり, 国民ニー
ズの汲み上げに関しては, 自治体による一律の対応に大きな無理のあることが指摘され
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ている｡ 最近では, 地方自治体に代わって, 効率的とされる多くの細かい使命を持った






されており, 今後の対応に注目が集まってきた｡ 特に, 国民生活の具体的な場面におい
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劇が待ち構えている｡ 官僚組織は, 権力の下で, その力と権威を利用して自己保存と自己
弁護に専心しつつ, 補助組織としての役割に徹して社会システムの定着に専心してきたの
である｡ 本体をなす権力自体が社会の発展に寄与する時にのみ, 官僚はその力を発揮する
ことが出来た｡ 他の権力と権威を活用し, それに寄生しつつ, 自己の存在理由を探索する
という本来の存在形態であり活動方式であり, その範囲であれば, 官僚の行動には大きな
欠陥は目立たなかった｡ そうした原則をここでは確認しておくべきである｡ 要するに, 国
家の命運を決定するような戦略的な意思決定のできるシステムが官僚組織のなかには形成
されていないのである｡





きた怪物こそが今日の日本の官僚組織なのだ｡ 本来は, 財閥解体と同時に, 太平洋戦争
の責任をとって解体されるべき官僚組織が今日まで, 残存し巨大な力を持っている事は




 本稿は, その欠陥が多くの分野で明らかになっている官僚組織の実態を指摘して, そ
の本来の使命を確認し, 改革の方向を探る事を目標とする｡ 官僚組織の問題点について
は, サイモン, ドラッカーなどの権威の学説を点検し, ファヨールにより提示された職
場の職務原則に関する欠陥と時代おくれのその発想を指摘して, 若干の提言を行う｡ 特
に, 国民の多様で新たなニーズの汲み上げに際しての官僚制度の非効率性, 意思決定の
非合理性などにその反社会性が集約されている事と巨大化し, 複雑になりすぎた官僚制
が機能不全の組織となりつつある事を指摘する｡
本研究は, 官僚制度の改革という分野の研究としてはまだまだ初歩の段階に止どまる
事を認めざるをえないが, 組織文化論の探求を行った既成の論文, 特に新制度学派の理
論家とされるマイヤー, ローワンなどによる官僚組織の組織としての意義に関する研究
成果, アストン学派の問題提起に対するドラッカー, サイモンなどの解答を加味した解
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釈などで, 官僚制度の機能に対する新たな点検を行った事に特色があるといえる｡ 社会
経済環境変化, 特に大量生産方式の衰退と多様な事業活動の登場, そのための官僚組織
による社会活動支援の緊急性が高まっている｡ こうした社会の要請に答えられない官僚
システムの欠陥を指摘し, 新たな方式を探索する事の意義を本稿は指摘している｡ 組織
における職務遂行の原則とされているファヨールの発想を現代組織の中で通用する法則
に修正することの提案を行った｡ 官僚システムの変革に向けて若干なりとも参考となる
ことがその提案には期待される｡
目次は, 以下の通りである｡
はじめに：時代と環境変化に対応する機能転換
第１節：ウェーバーの官僚制度擁護
第２節：政治と支配方式としての官僚制度
第３節：官僚制度の欠陥に関する先行研究
第４節：新制度学派による官僚制組織文化論
第５節：官僚制度の形態転換
第６節：合理性の限界とアストン学派
第７節：アドホック組織形態とミンツバーグ
第８節：工業化と官僚制：日独官僚制度
第９節：意思決定原則の修正提案
結論：官僚制度改革の課題
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